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年には約 270 万人、第 2次ベビーブーム期である 1971（昭和 46）年から 1974（昭和 49）年
には約 210万人であったが、1975（昭和 50）年に 200 万人を割り込み、その後、若干の増加
と減少を繰り返しながら緩やかな減少傾向を続けており、2016（平成 28）年には 100万人を
割り込み、98 万 1000 人（前年より 24,677 人減）となっている。
　さらに、合計特殊出生率では、第 1次ベビーブーム期には約 4.5 から 4.3 であったが、そ
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れ以降低下し、1975（昭和 50）年に 2.0 を下回り、2005（平成 17）年に 1.26 まで落ち込ん



















貧困状態と定義している。そして、18 歳未満の子どものいる約 1300 万世帯のうち貧困状態
にある世帯は 1992（平成 4）年には 5.4％で約 70 万世帯だったものが、2012（平成 24）年
























おけるいじめ認知件数は、225,132 件（前年度 188,072 件）と前年度より 37,060 件増加して
おり、児童生徒 1千人当たりの認知件数は 16.5 件（前年度 13.7 件）となっている16）。
　さらに、小・中・高等学校における 2015（平成 27）年度の暴力行為の発生件数は 56,806
件（前年度 54,246件）で、児童生徒 1千人当たりの発生件数は 4.20件（前年度 3.98件）で
ある17）。
　2016（平成 28）年の 12 月には、不登校児童・生徒の学校外での学びを国や自治体が支援
することを明記した教育機会確保法が成立したが、2015（平成 27）年度の小・中学校におけ
る不登校児童生徒数は 125,991 人（前年度 122,897 人）であり、不登校児童生徒数の割合は
1.26％（前年度 1.21％）である。












































































































































































































































4） 厚生労働省ホームページ『平成 28 年（2016）人口動態統計の年間推計』p3-p4（http://www.mhlw.





7） 平均的な可処分所得（手取り収入）の半分（平成 27 年は 122 万円）を下回る世帯で暮らす 18 歳未満
の子供の割合。経済協力開発機構（OECD）が定めた基準で計算する。
8） 厚生労働省ホームページ『国民生活基礎調査の概況』p15-p16（http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/
hw/jinkou/suikei16/index.）（閲覧日 2017〈平成 29〉年 8月 6日）
9） 産経新聞『子供貧困率 12 年ぶり改善』、2017（平成 29）年 6月 28 日
－ 30 －







成 29〉年 8月 17日）（http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-koyoukintoujidoukatei-
kyoku-Soumuka/0000132366.pdf）（閲覧日 2017〈平成 29〉年 8月 28 日）
15）西尾・上續、前掲書（1）、p93-p94
16）文部科学省ホームページ『平成27年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」に
ついて』（2017〈平成 29〉年 2月 28日）（www.mext.go.jp/b_menu/houdou/29/02/132696.htm.）（閲覧
日 2017〈平成 29〉年 8月 6日）
17）文部科学省ホームページ　前掲資料（16）（閲覧日 2017〈平成 29〉年 8月 6日）
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